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ＪＯＣ 招致委員会プレゼンテーション（抜粋） 2013.01.07 

 

電力 

 

8.17 負荷及び信頼性の観点から見て、既存の配電システムで、想定されるオリンピック競技大会

の需要を満たすことは可能ですか。 

 

・可能でない場合、大会開催期間中を含め、大会開催までに、発電・送電・配電設備で必要とされ

る改善／さらなる開発について説明してください。 

 

・各プロジェクトの完成日を示し、資金調達の方法や、必要となる国や地方の機関の助成金につい

て説明してください。 

 

既存の電力供給能力 

 

 東京では、既存の配電システムで、2020 年東京大会で発生する追加需要に対し、対応することが

できる。 

 

 東京都内の電力は、主に、世界最大規模の民間電気事業者の一つである、東京電力株式会社によ

り供給されている。東京電力株式会社の電力供給力は、東京都を含めた東京電力管内において、2011

年３月のピーク時で、東日本大震災直前には 5,200 万 kW であったが、震災直後には原子力発電所と

火力発電所が停止したことにより 3,100 万 kW に減少した。しかし、2012 年７月には、火力発電所の

復旧や新たな電源設備の設置などにより 5,786 万 kW まで回復している。 

 

 その結果、2012 年７月～８月の最大電力需要が 5,078 万 kW であったため、708 万 kW の予備力が

あり、2020 年東京大会で発生する追加需要に対して、既に十分に対応可能な状況にある。 

 

既存の発電設備 

 

 東京都内において、東京電力株式会社が所有している発電設備は、現在、次の 15 箇所である。 

 

 ・石油火力発電所   ： 1 箇所 

 ・都市ガス火力発電所 ： 1 箇所 

 ・内燃力発電所    ：10 箇所 

 ・地熱発電所     ： 1 箇所 

 ・水力発電所     ： 1 箇所 

 ・風力発電所     ： 1 箇所 

 

 東京都内において、東京電力株式会社が所有している原子力発電所は存在しない。 

 

 また、東京電力管内では、さらなる安定的な電力供給を図るために下記の対策が講じられ、電力
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供給能力が 2020 年東京大会までに増強される。 

 

・2012 年７月 25 日に、東京電力株式会社が提出した「資源生産性革新計画」が国に認定された。こ

の計画を基に試算すると、2015 年までに、既存の火力発電所の増強や、火力発電所の新設により、

約 304 万 kW の電力供給（うち、210 万 kW は、既に概ね整備完了で、2013 年に稼動予定）が増加

することになっている。これらの火力発電所の増強・新設は、国の支援を受けて実施される。ま

た、東京都も、「2020 年の東京」により、新たな東京産電力として大規模出力の発電所の建設を検

討している。 

 

・東京電力管内では、東京電力の他にも、近年の電力事業の自由化などの法改正等により、東京ガ

スグループが、全部で 198 万 kW の天然ガス発電所を建設・保有するなど、新たな電力供給も進ん

でいる。 

 

・東京電力管内は、管内の発電所のみでなく、東京電力管内と中部電力管内を結ぶ電力の地域連系

線について、国により、2020 年を目標に、現状の 104 万 kW を 210 万 kW に増強するなど、地域間

相互に融通できる電力も増加する。こうした措置により電力供給能力をより臨機応変に利用する

ことが可能となる。 

 

・日本国政府のもとに設置された「エネルギー・環境会議」が、東日本大震災及び東京電力福島第

一原子力発電所の事故を踏まえ、2012 年９月 14 日に国家の新しいエネルギー戦略である「革新的

エネルギー・環境戦略」を決定したが、その中においても、「低廉で安定的な電力供給を実現する」

ということが記載されている。 

 

・日本国政府は、今後のエネルギー・環境政策については、「革新的エネルギー・環境戦略」を踏ま

えて、関係自治体や国際社会等と責任のある議論を行い、国民の理解を得つつ、柔軟性を持って

不断の検証と見直しを行いながら遂行することを、平成 24 年９月 19 日に閣議決定した。 

 

既存の送電設備 

 

 東京の電力は、首都圏の 500 キロボルトの送電系統から供給されている。特に都心の電力は、首

都圏近郊に点在する 500 キロボルトの変電所で 275 キロボルトに変圧され、多方面から供給されて

いる。 

 

 都心の電力系統は、275 キロボルト地中送電線が相互に連系できるよう構成されている。仮に、都

心で緊急事態が発生しても、この連系機能を活用し、他の 500 キロボルト変電所から受電できるよ

うに送電ネットワークが形成されている。 

 

 都心では、既に世界初の 500 キロボルト地下変電所が稼働しており、高い供給信頼度を確保して

いる。また、500 キロボルトの地中送電線が既に敷設されており、各会場の集中的な電力需要にも十

分対応することができる。 
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 東京の電力供給システムは、冗長化構成を採用しており、世界最高水準の供給信頼性を確保して

いるとともに、全ての主要な電力施設には、物理的なセキュリティ対策が施されている。 

 

 なお、東京電力株式会社の保有する送電線の長さは、約２万 km である。 

 

既存の配電設備 

 

 送電線から供給される電力は、中間変電所や配電用変電所を経て、配電線や引込線により、各施

設に供給される。 

 

 東京電力株式会社が保有する配電線の長さは、約 37 万 km である。 

 

 

8.18 オリンピック会場の特別な電力需要を満たすと想定している、仮設の電力設備のレベルを示

してください。 

 

 東京にある既存の電力網で 2020 年東京大会の電力需要にも十分に対応可能である。 

 

 さらに、ＩＯＣの要請に応えるため、2020 年東京大会では、オリンピック放送サービス（ＯＢＳ）、

テクノロジー・システム、競技領域（ＦＯＰ）照明や、タイム・スコア管理システム、オリンピッ

ク会場結果表示などイベントに欠かせない技術サービスに加え、セキュリティ・センター、アクレ

ディテーション・センター、コミュニケーション・センターなど重要機能エリア向けに、全ての競

技会場に仮設の自家発電設備を設置する。これらの仮設の自家発電設備は、ツイン・パック・テク

ノロジーを搭載したものとし、そのほぼ半数がＩＢＣ／ＭＰＣに設置され、通常は予備電源として

稼働する。 

 

 会場によって必要な場合（仮設施設や開会式など特定イベント）には、イベントまたは競技実施

期間中、仮設の自家発電設備を主電源として稼働させ、通常の系統電力と同時に使用することがで

きる。 

 

 2020 年東京大会はＩＯＣのスポンサーとも密に連携し、オリンピック大会期間中のエネルギー供

給態勢の一環として無停電電源装置（ＵＰＳ）の稼働を行なう。無停電電源装置は、二重電力回線

の切替え、系統電力のシステムダウンや、予備発電装置への切替え失敗などを原因とした短時間の

停電が発生した場合にバックアップする。無停電電源装置は、主としてテクノロジー・システム、

タイム・スコア管理システム、放送設備で使用される。 

 

 これらの電力供給施設には、信頼できる無停電電源装置を必ず設置する。 

 

 

8.19 高品質でフィルタリングされた電力を、大会関連施設の特殊装置に供給できるようにするた

めに、どのような計画がありますか。 
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特殊装置への確実な電力供給 

 

 日本の電気事業者から供給される電力の品質は、国が定める各種法令（電気事業法等）及びガイ

ドラインで規定されている。これらの法令、ガイドライン等では、高品質な電力を供給する上で課

題とされる、高調波、電圧変動等に関する技術的要件が定められており、それは国際的に最も高い

水準にある。 

 

 電気事業者は、国の厳しい基準に基づく自社のガイドラインを作成して運用しており、大会の全

ての会場に高品質かつ信頼性の高い電力を供給することが可能である。 

 

 放送機器やタイム・記録管理システムへは、専用の個別配電盤（専用電源）から電力が供給され

る。この配電盤は高周波ノイズを抑えるフィルタが組み込まれ、精密機器用のアース配線も独立し

たシステムとなっている。 

 

 ＩＢＣに設置される高性能電力と一般用電力の分配システムは、オリンピック放送機構（ＯＢＯ）

と協力して設計する。 

 

 

8.20 電気事業者が、通常業務に与える影響を十分に考慮した上で、（恒久又は仮設設備により）質

と柔軟性を備えた適切なレベルの電力を供給するとともに、オリンピック・パラリンピック

を運営している全ての場所に対して運営支援を行い、一般の電力利用者に影響が生じないよ

うにすることについて、関連する官公庁からの保証を提出してください。 

 

 保証については、保証ファイルを参照のこと。 


